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(1)

ア　地籍調査研修事業実施要領（以下「要領」という。）第３に定める地籍
調査研修を受講し、かつ、地籍主任調査員検定試験に合格し、合格通知の
交付を受けた者とする。

イ　合格通知の交付を受けた者は、速やかに登録をするものとする。

(2)
ア　登録を受けようとする者は、登録申請書（別記様式１号）に登録料１万

円を添えて提出するものとする。ただし、全協指定口座への振込みの場合
には、当該振込票の写しを添付するものとする。

　
イ　登録は、地籍主任調査員登録簿（別記様式２号）（以下「登録簿」とい

う。）に記載してするものとする。ただし、登録簿が電磁的記録方式で作
られている場合には、当該記録を登録簿原本とし、登録は、これに記録し
てするものとする。

ウ　登録簿に記載若しくは記録された者には、登録証（別記様式３号）を交
付するものとする。この登録証の有効期間は、交付（証明）の日から３年
とする。

２

(1)

(2)

　登録資格

　登録手続

　登録事項の変更

　地籍主任調査員は、住所若しくは氏名若しくは生年月日又は勤務先に関す
る登録事項（勤務先の郵便番号、所在地、名称及び電話番号。以下同じ。）
に変更（修正、訂正、更正等を含む。以下同じ。）があった場合には、届出
（別記様式４号）をするものとする。

　(1)の勤務先に関する登録事項について、変更があったにもかかわらず、
地籍主任調査員が届出を行わない場合には､当該登録の勤務先の代表者は、
作成後３か月以内の代表者の資格を証する登記事項の証明書を添付して、登
録簿の記載若しくは記録の変更又は抹消の届出（別記様式４号）をすること
ができるものとする。

　新規の登録

　この規則は、公益社団法人全国国土調査協会（以下｢全協」という。）会長が
実施する地籍調査研修事業において、地籍調査研修を受講し、地籍主任調査員
検定試験に合格した者の登録に関することを定め、その登録を行うことにより
地籍調査事業に関する専門家の活用の推進を図るとともに、同事業の適正かつ
円滑な推進と発展に資することを目的とする。

　目的

　定義
　この規則において「地籍主任調査員」とは、第３の登録を受けた者をいう。

　地籍主任調査員の登録
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ア　被後見人又は被保佐人。
イ　虚偽又は不正の事実に基づいて登録を受けたことが判明したとき。
ウ　地籍主任調査員の信用を傷つけ又は地籍主任調査員全体の不名誉となる

行為を行ったとき。

エ　本人から登録抹消の申請があったとき。

　登録証の再交付

　登録証の交付を受けている者は、当該交付済みの登録証の有効期間内にお
いて、登録証を紛失若しくは破損又は汚損若しくは使用するに支障のある場
合には、登録証の再交付を求めることができるものとする。この場合の申出
は、再交付手数料金１，０００円を添え、別記様式６号によるものとする。
ただし、全協指定口座への振込の場合には、当該振込票の写しを添付するも
のとする。

　(1)の届出があったときは、審査の上、登録簿に再交付の旨を記載若しく
は記録し、記載事項を当該交付済みの登録証に記載されている内容と同じく
する新たな登録証（別記様式３号）を交付する。ただし、当該地籍主任調査
員登録証が地籍工程管理士登録証と併合がされているものであるときは、地
籍工程管理士登録規則による。

　登録の消除
　地籍主任調査員が次のいずれかに該当することとなった場合には、その登
録を取り消すものとする。
　なお、この取消しの際に、当該地籍主任調査員が地籍工程管理士である場
合において、当該工程管理士の登録が消除されていないときは、その登録も
消除する。

　(1)の申出があったときは、審査の上、登録簿にその旨を記載若しくは記
録し、新たに登録証（別記様式３号）を交付する。この登録証の有効期間
は、交付（証明）の日から３年とする。ただし、当該地籍主任調査員登録証
が地籍工程管理士登録証と併合がされているものであるときは、地籍工程管
理士登録規則による。

　(1)又は(2)の申出があったときは、審査の上、登録簿にその旨を記載若し
くは記録する。
　なお、当該地籍主任調査員が地籍工程管理士である場合において、当該地
籍工程管理士登録簿に当該変更届出に係る変更が記載若しくは記録されてい
ないときは、その旨を記載若しくは記録する。

　地籍主任調査員は、(1)の届出の事項中、交付済みの登録証の記載に変更
を生じる事項である場合には､当該登録証の有効期間内に限り、変更後の内
容を記載した新たな登録証の交付を求めることができるものとする。

　(4)の新たな登録証の交付の求めがある場合には、有効期間を当該交付済
みの登録証に記載されている有効期間と同じくする新たな登録証（別記様式
３号）を交付する。ただし、当該地籍主任調査員登録証が地籍工程管理士登
録証と併合がされているものであるときは、地籍工程管理士登録規則によ
る。

　登録の更新

　登録証の有効期間の満了に伴い、登録の更新をしようとする者は、登録更
新申請書（別記様式５号）に登録更新料１万円を添えて申し出るものとす
る。ただし、全協指定口座への振込の場合には、当該振込票の写しを添付す
るものとする。



オ　本人が死亡したとき。
(2)
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3 　全協は、登録名簿から１の届出の該当を除いた地籍主任調査員公表名簿を作成
し、全協のホームページ、全協発行の機関誌「国土調査」等に当該公表名簿を登載し
て公表し、その活用の推進を図るものとする。 この公表名簿の記載事項は、１による
ものとする。

登録名簿の公表等

　地籍主任調査員は、全協が公表する登録簿中の氏名、登録番号及び直近の登
録年月日並びに勤務先に関する登録事項について、その全部又は一部の公表を
希望しない場合には、公表名簿非掲載の届出（別記様式８号）をするものとす
る。

　１の届出があったときは、審査の上、登録簿にその旨を記載若しくは記録する。
　なお、当該地籍主任調査員が地籍工程管理士である場合において、当該工程管理
士の公表に係る公表名簿非掲載の申出がされていないときは、その登録簿にも当該
届出のあった旨を記載若しくは記録する。

　(1)エの申請は、別記様式７号によるものとする。
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